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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 第34期及び第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

２ 第36期、第37期及び第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

３ 第36期及び第38期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失を計上したため記載しておりません。 

４ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 29,928 25,792 23,394 26,770 25,927 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 453 285 △528 190 84 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
(百万円) 133 201 △5,090 159 △676 

純資産額 (百万円) 10,822 10,970 5,702 5,758 5,935 

総資産額 (百万円) 33,559 31,801 26,350 20,611 21,041 

１株当たり純資産額 (円) 653.53 676.60 352.10 355.59 324.81 

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
(円) 7.48 11.58 △314.35 9.85 △37.7 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 32.2 34.5 21.6 27.9 28.2 

自己資本利益率 (％) 1.2 1.9 ― 2.8 ― 

株価収益率 (倍) 50.1 40.3 ― 52.8 ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 119 1,931 884 2,531 △465 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △84 333 △65 475 △811 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △49 △2,614 △324 △4,999 997 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(百万円) 5,188 4,838 5,331 3,338 3,059 

従業員数 (名) 491 435 406 467 499 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 第34期及び第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

２ 第36期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、自己資本利益率及び株価収

益率は、当期純損失を計上したため記載しておりません。また、配当性向は、無配のため記載しておりませ

ん。 

３ 第37期及び第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、配当性向は、無

配のため記載しておりません。 

４ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 26,317 22,490 20,126 23,344 21,681 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 450 96 △775 48 94 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
(百万円) 201 86 △5,385 96 0 

資本金 (百万円) 3,761 3,761 3,761 3,761 4,178 

発行済株式総数 (株) 16,548,196 16,548,196 16,548,196 16,548,196 18,277,196 

純資産額 (百万円) 10,926 10,946 5,408 5,392 6,260 

総資産額 (百万円) 26,016 25,766 20,661 16,061 19,669 

１株当たり純資産額 (円) 660.44 675.93 333.94 332.99 342.59 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

中間配当額） 

(円) 
12 

(6) 

12 

(6) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 
(円) 12.18 5.34 △332.56 5.99 0.05 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.0 42.5 26.2 33.6 31.8 

自己資本利益率 (％) 1.8 0.8 ― 1.8 0.0 

株価収益率 (倍) 30.8 87.5 ― 86.8 5,720.0 

配当性向 (％) 98.5 224.7 ― ― ― 

従業員数 (名) 340 309 327 368 389 



２【沿革】 

昭和44年11月 仙台ミサワホーム㈱設立（資本金1,000万円）。 

建設業の登録。 

昭和48年８月 ㈱岩手中央ミサワホームの株式を取得し、岩手県に進出。 

昭和53年１月 不動産情報センターを設置し、不動産仲介業務を開始。 

昭和54年６月 仙台中央ホーム建設工業㈱（現連結子会社ミサワホームイング東北㈱）を設立。 

昭和59年９月 ミサワセラミックホームの販売、設計、施工を開始。 

昭和60年４月 エム・アール・ディー仙台㈱（現連結子会社）を設立。 

昭和63年３月 商号を東北ミサワホーム㈱に変更。 

昭和63年４月 ㈱ミサワホーム盛岡と合併。 

平成３年11月 社団法人日本証券業協会に当社株式を店頭登録。 

平成５年４月 ㈱ミサワホーム山形と合併。 

平成５年12月 第１回スイスフラン建転換社債（40,000,000SFR）を発行。 

平成７年２月 第１回無担保転換社債（40億円）を発行。 

平成７年４月 宮城４支店、岩手２支店、山形１支店による７支店独算制を開始。 

平成９年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成10年４月 仙台市青葉区に本社所在地を移転。 

宮城４支店を２支店に統合。 

平成11年４月 ミサワホームイング東北㈱にて、ホームイング事業開始。 

平成12年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成13年３月 ミサワホームサービス東北㈱（現連結子会社）を設立。 

平成13年10月 宮城２支店及び岩手２支店をそれぞれ１支店に統合。 

平成16年12月 ㈱産業再生機構より支援決定。 

平成17年10月 ミサワホーム信越㈱より山形県庄内地区の営業を譲受け、山形支店に統合。 

平成18年３月 

平成18年５月 

㈱産業再生機構による支援終了。 

ミサワホームホールディングス㈱を割当先とする第三者割当等を実施、同社の子会社とな

る。  



３【事業の内容】 

  当社グループ(当社及び当社の関係会社）は、当社、当社の連結子会社であるミサワホームイング東北㈱、エム・

アール・ディー仙台㈱及びミサワホームサービス東北㈱並びに当社の議決権の52.3％（直接所有35.6％、間接所有

16.7％）を所有する親会社であるミサワホームホールディングス㈱及び同社の子会社（兄弟会社）であるミサワホー

ム㈱により構成され、個人住宅等の建築請負、分譲住宅の販売及び増築・リフォーム工事の請負並びに不動産の仲介

を中心に、これらに付随して発生する関連事業を含めた住宅事業全般を展開しております。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、当連結会計

年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財

務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

セグメント 事   業   内   容 

 戸  建  事  業 

 当社が一般顧客から個人住宅の建築を請負い、ミサワホーム㈱より主要な住宅部材を仕入

れて施工監理を行い、指定工事店で住宅を施工する個販事業、当社及びエム・アール・ディ

ー仙台㈱が民間デベロッパー等より土地を購入し、同様に住宅を施工し、土地付住宅として

販売する分譲事業並びに分譲宅地の販売を行っております。 

 リ フ ォ ー ム 事 業 
 ミサワホームイング東北㈱が一般顧客から増築又は屋根や外壁、水廻りなどのリフォーム

工事を請負い、指定工事店で工事を施工しております。 

 そ の  他  事 業 

 戸建事業に付随して発生する関連事業のほか、ミサワホームの住宅部材を使用しない特殊

建築物の建築請負等があります。関連事業とは主として個人向けの宅地等の仲介を行う不動

産仲介業務、家具及びインテリア商品の販売等を行う商品販売業務、火災保険等の損害保険

の販売を行う保険代理業務を行っております。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有［被所有］割合の（ ）は、間接所有割合を内数で表示しております。 

３ ミサワホームホールディングス㈱につきましては、有価証券報告書を提出しております。 

４ ミサワホームイング東北㈱につきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の 

内容 

議決権の所有 
[被所有]割合 

（％） 
関係内容 

（親会社）           

ミサワホームホールディングス㈱ 東京都新宿区 23,412 

グループの経営

戦略・管理並び

にそれらに附帯

する業務 

[52.3] 

[(16.7)] 
役員の兼任等………有 

（連結子会社）           

ミサワホームイング東北㈱ 仙台市宮城野区 111 リフォーム事業 100.0 

当社が販売する工業化住宅を施工

しております。 

役員の兼任等………有 

エム・アール・ディー仙台㈱ 仙台市青葉区 90 
戸建事業 

その他事業 

100.0 

(23.1) 

当社顧客に対する住宅資金つなぎ

融資及び当社への事務機器・展示

場等のリース並びに不動産情報の

提供等を行っております。 

役員の兼任等………有 

ミサワホームサービス東北㈱ 仙台市青葉区 60 その他事業 100.0 

当社顧客及び社員向けに火災保険

等の損害保険の募集及び外構造園

事業を行っております。 

役員の兼任等………有 

主要な損益情報等 (1）売上高 4,149百万円

  (2）経常利益 223百万円

  (3）当期純利益 131百万円

  (4）純資産額 744百万円

  (5）総資産額 1,618百万円



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

戸建事業 381 

リフォーム事業 78 

その他事業 27 

全社（共通） 13 

合計 499 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

389 34.0 8.7 4,768,370 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢の改善に伴い個人消費が底堅く推移しており、中国をはじめア

ジア向けの輸出も拡大するなど、景気は戦後 長のいざなぎ景気を抜いて、なお緩やかな安定成長を維持し続けて

おります。 

  一方、住宅業界におきましては、全国平均の公示地価が16年ぶりに前年比0.4％の上昇となり、バブル崩壊以来

下落を続けていた土地価格はようやく歯止めが掛かり、東北地方においても宮城県の商業地だけがプラスに転じた

ものの、地方圏の多くはその利便性により二極化がさらに強まる傾向にあります。 

  当社グループは、このような市場環境下にあって、省エネ・環境に配慮しミセスの暮らしを中心に設計した新商

品「URBAN DESIGNERS VikiFEMY」を発売するなど環境配慮に重点を置くとともに、リフォーム事業においては耐震

リフォームや防犯リフォーム、まるごとパックなどお客様の要望をそれぞれパック化して提案してまいりました。

また、制震装置「ＭＧＥＯ」など住宅部品３点と２つの商品が今年度もグッドデザイン賞を受賞し、ミサワホーム

は17年連続の受賞となりました。なお、当社は平成18年５月12日開催の取締役会において、ミサワホームホールデ

ィングス㈱を割当先とする第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を決議し、同年５月29日に払込が完

了いたしました。その結果、同社は間接所有分を含めて当社株式の52.3％の議決権を所有することとなり、当社の

親会社に該当することとなりました。 

  以上の営業活動の結果、当連結会計年度の業績は、売上高259億27百万円（前連結会計年度比3.1％減）、営業利

益１億51百万円（前連結会計年度比45.4％減）、経常利益84百万円（前連結会計年度比55.6％減）を計上したもの

の、投資有価証券評価損６億37百万円などを特別損失に計上したことから、法人税等を控除した後の当期純損失は

６億76百万円（前連結会計年度は１億59百万円の利益）となりました。 

  セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、これまで増築・リフォーム工事等の請負は住宅請負事業の

一部としておりましたが、当社グループの事業構成並びに事業戦略上の重要性が増してきていることから、当連結

会計年度よりリフォーム事業として独立した事業部門とすることとし、これに伴い、各事業区分を全般的に見直し

た結果、セグメントの変更を行っております。従って、売上高等の前連結会計年度との比較は、その記載を省略し

ております。また、事業区分の詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸

表 注記事項（セグメント情報）」をご参照ください。 

  ①戸建事業 

  当連結会計年度の戸建事業は、上期は「エムズガーデン南中山」の販売が前連結会計年度に引き続き順調だった

ことなどにより、注文住宅が312棟（前連結会計年度比△１棟）、分譲住宅が65棟（前連結会計年度比△34棟）と

なりましたが、下期は受注の低迷などにより、注文住宅が270棟（前連結会計年度比△39棟）、分譲住宅が50棟

（前連結会計年度比△19棟）となり、売上高は213億９百万円、営業損失は１億81百万円となりました。 

  ②リフォーム事業 

 当連結会計年度のリフォーム事業は、様々なリフォームをパック化し価格明解なリフォーム提案を実施したこと

により、上期は売上が前連結会計年度並になりましたが、下期は冬場の受注が低迷したことなどにより、前連結会

計年度を下回ったため、売上高は32億32百万円、営業利益は２億29百万円となりました。 

  ③その他事業 

  当連結会計年度のその他事業は、大型小売店舗の受注等により、売上高は13億85百万円、営業利益は１億74百万

円となりました。 

   

 なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支店がないた

め記載しておりません。  

  



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は30億59百万円となり、前連

結会計年度より２億78百万円減少いたしました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果減少した資金は４億65百万円（前連結会計年度は25億31百万円の増加）

となりました。これは主に、たな卸資産の増加17億24百万円、営業貸付金の減少６億91百万円及び貸倒引当金の減

少２億26百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果減少した資金は８億11百万円（前連結会計年度は４億75百万円の増加）

となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出７億49百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において財務活動の結果増加した資金は９億97百万円（前連結会計年度は49億99百万円の減少）

となりました。これは主に、株式の発行による収入８億31百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）施工実績 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの施工実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 仕掛工事施工高については、未成工事支出金により施工高を推定したものであります。 

２ 戸建事業の当期完工高及び当期施工高に土地代は含まれておりません。 

３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

４ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前連結会計年度

分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの受注状況は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前連結会計年度

分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前連結会計年度

分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当期完工高 
（百万円） 

期末仕掛工事施工
高－期首仕掛工事
施工高（百万円） 

当期施工高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

戸建事業 15,680 △1,165 14,515 92.3 

リフォーム事業 3,232 8 3,241 92.6 

その他事業  760 102 863 279.4 

合計 19,674 △1,053 18,620 95.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当期受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

期末受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

戸建事業 20,513 90.8 6,609 93.7 

リフォーム事業 3,430 111.8 489 106.6 

その他事業  1,070 212.4 1,060 302.8 

合計 25,014 95.6 8,159 103.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

戸建事業 21,309 82.2 93.4 

リフォーム事業 3,232 12.5 113.0 

その他事業 1,385 5.3 127.6 

合計 25,927 100.0 96.9 



３【対処すべき課題】 

  少子高齢化社会の進行、環境問題対策など、企業を取り巻く経営環境は大きく変化を遂げつつあります。このよう

な変革の時代の中で当社グループといたしましては、次のような課題を重視したグループ戦略を考えていく所存であ

ります。 

(1）顧客満足度（ＣＳ）のさらなる向上や、安心とやすらぎのある住宅の供給を推進していく 

(2）さらなる住宅建設費の引き下げに取り組み、材料費や施工費の一層のコスト削減に加えて、営業経費のコスト

   削減を推進していく 

(3）戸建事業とリフォーム事業を２本柱とし、地域における一層のシェア向上を目指していく 

(4）ケアサービス付住宅の供給など、住宅周辺事業の強化に取り組んでいく 

４【事業等のリスク】 

  当社グループの事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクは、次のようなものがあります。 

(1）特有の経営方針 

  経営方針の一環として、持ち家志向の強い団塊ジュニア世代を中心とした一次取得者層向けの建売分譲住宅の販

売に力を入れており、そのため、分譲用土地の取得をすすめております。計画どおりに建売分譲住宅を販売できず

に販売用不動産が滞留し、土地価格が下落した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(2）事業領域 

  「関連当事者との取引、兄弟会社等」に記載のとおり、当社販売施工地域は、宮城県、岩手県、山形県一円に限

定されております。なお、事業領域が限定されていることから、販売棟数が限定的になる可能性及び当該地域の景

気動向の影響を受ける可能性があります。 

(3）資金調達に関する金利動向のリスク 

  土地の仕入れなどについては、主として金融機関からの借入れによっております。有利子負債の削減を重視した

経営を目指しておりますが、将来の金利の変動によっては支払利息が増加し、当社グループの業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

(4）季節の変動要因 

  当社グループは個人住宅の建築請負及び分譲住宅の販売を主な事業としております。売上高のうち戸建事業の割

合が大部分を占めておりますが、住宅完工の多くは第２四半期及び第４四半期に集中していることから、四半期ご

とに売上高が大きく変動する特徴があります。 

(5）減損会計 

  当社グループは、事業用不動産として複数の土地及び建物を所有しており、地価の動向及び営業成績の状況によ

っては減損損失を計上することも予測されます。その場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

(6）特定の取引先への依存について 

  当社は、ミサワホーム㈱の住宅部材を仕入れ、「ミサワホーム」の戸建事業及びリフォーム事業の販売施工を主

力事業としております。当社とミサワホーム㈱とは緊密な関係にあり、今後ともこの関係を良好に維持し続けてい

く方針であります。 

(7）住宅市場 

  平成18年度の住宅着工戸数は４年連続して増加するなど、景気回復とともに住宅着工戸数は底堅く推移していく

ものと期待されます。ただし、金利の上昇等により着工戸数が減少した場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

(8）訴訟等について 

  建築工事や不動産販売に関しては、様々な法的規制や慣行があります。当社グループは、法令を遵守し、正規の

手続きに沿った業務を遂行しておりますが、訴訟、紛争、その他の法的手続きの対象となる可能性を完全に排除す

ることはできません。また、裁判に至らず根拠のない誤認であった場合にも、当社グループの信用に悪影響を及ぼ

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(9）個人情報の管理について 

  当社グループで行っている事業は、顧客のみなさまの非常に重要な個人情報を入手する立場にあります。当社グ

ループでは個人情報保護法等の各規定に従い、当社グループにて定めたプライバシーポリシーに従って個人情報を

取扱い、また漏洩防止措置等の安全管理の実施を全社にて実施しておりますが、万が一、何らかの原因により情報

の漏洩等が発生した場合には、当社グループの信用に悪影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 なお、文中において将来について記載した事項は、当連結会計年度末において判断したものであります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）ミサワホーム販売施工業務並びにミサワ部材の継続売買等に関する契約 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間 

東北ミサワホーム

株式会社（当社） 

ミサワホーム株式会社  本契約は、当社とミサワホーム株式会社が

協力して「ミサワホーム」の普及、宣伝、市

場拡大に努め、高品質な住宅の提供を通じて

顧客の信用を保持し、社会への貢献を図ると

共に、併せて相互の利益の確保と発展を期す

ことを目的とします。 

 本契約の要旨は以下の通りであります。 

① 販売施工地域 

 当社は、宮城県、岩手県、山形県一円に

その営業拠点を設置し、これ以外の地域に

営業拠点を設置しないこととする。 

② 営業上の名称（ディーラー名） 

 「東北ミサワホーム」及び「ミサワセラ

ミックホーム仙台」とする。 

③ 競業の禁止 

 当社は、次の各号に掲げる業務を行わな

いものとする。 

(1）ミサワ部材と同種、類似または競合す

る建築用部材の製造・販売 

(2）ミサワホームと同種、類似または競合

する住宅の販売・施工 

④ ミサワ部材単価の決定方法 

当社とミサワホーム株式会社は、ミサワ部

材の単価及び積算基準を合意の上、決定す

る。 

⑤ 工事完成保証 

(1）当社は、当社が販売・施工したミサワ

ホームについて、その引渡時にミサワホ

ーム株式会社が別途定める保証書を発行

し、これに基づく保証責任を負担する。 

(2）ミサワホーム株式会社は、当社が販

売・施工したミサワホームについて、そ

の保証人として、当社が発行する保証書

の保証約款及び指定契約書等の保証条項

に基づき保証の任にあたる。 

昭和56年４月１日より

３年間とし、期間満了

後は１年ごと自動更

新。 



(2）入居者管理業務、ホームイング工事及びミサワ部材の継続売買等に関する契約 

(3）工事請負基本契約 

   (4) ミサワホーム北日本株式会社との合併契約   

    当社とミサワホーム北日本㈱は、平成19年５月25日開催の取締役会を経て合併契約を締結し、平成19年６月28日

開催の定時株主総会において合併契約が承認されました。  

    なお、合併契約の概要につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 （重要

な後発事象）」に記載のとおりであります。  

  

６【研究開発活動】 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間 

ミサワホームイン

グ東北株式会社 

（連結子会社） 

ミサワホーム株式会社  本契約は、ミサワホームイング東北株式会

社が入居者管理業務及びホームイング工事を

事業として行うにあたり、ミサワホーム株式

会社と必要な取り決めを行うものでありま

す。 

 本契約の要旨は以下の通りであります。 

① 営業区域 

 ミサワホームイング東北株式会社は、宮

城県、岩手県、山形県、福島県内に営業所

等を設置するものとし、これ以外の地域に

おいて営業拠点を設置してはならないもの

とする。 

② 営業上の名称 

 「ミサワホームイング東北」とする。 

③ ロイヤルティ 

 ミサワホームイング東北株式会社は、商

標等の使用、広告宣伝、ホームイング工事

に対する指導・助言の対価として、ホーム

イング工事等にかかる売上金額の１％をミ

サワホーム株式会社に支払う。 

④ 競業の禁止 

 ミサワホームイング東北株式会社は、次

の各号に掲げる業務を行わないこととす

る。 

(1）ミサワ部材と同種、類似または競合す

る建築用部材の製造・販売 

(2）ミサワホームと同種、類似または競合

する住宅の建築・販売 

⑤ ミサワ部材単価の決定方法 

ミサワホームイング東北株式会社とミサワ

ホーム株式会社は、ミサワ部材の単価及び

積算基準を合意の上、決定する。 

平成13年５月31日より

３年間とし、期間満了

後は１年ごと自動更

新。 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約期間 

東北ミサワホーム

株式会社（当社） 

株式会社丸富建設 

他177社 

 施工の適正化と顧客の信用拡大を図り、当

社と請負業者の相互発展を目的とした、現場

施工業務委託契約。 

各社との契約締結日よ

り２年間とし、期間満

了後は１年ごと自動更

新。 

ミサワホームイン

グ東北株式会社

（連結子会社） 

株式会社ホーム建材店 

他136社 

 施工の適正化と顧客の信用拡大を図り、当

社と請負業者の相互発展を目的とした、現場

施工業務委託契約。 

各社との契約締結日よ

り１年間とし、期間満

了後は１年ごと自動更

新。 



 当社グループでは、新商品の開発その他研究活動をしていないため、特に記載すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

  当連結会計年度末の資産の合計は、前連結会計年度末に比べて４億29百万円増加して、210億41百万円となりま

した。流動資産は同６億円増加して159億31百万円、固定資産は１億70百万円減少して51億９百万円となりまし

た。 

  流動資産増加の主な要因は、たな卸資産の増加によるものであります。   

  固定資産減少の主な要因は、投資有価証券の評価損によるものであります。 

  当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度に比べて２億55百万円増加して、151億５百万円となりまし

た。流動負債は同８億13百万円減少して132億７百万円、固定負債は同10億69百万円増加して18億98百万円となり

ました。 

  流動負債減少の主な要因は、短期借入金の減少によるものであります。 

  固定負債増加の主な要因は、長期借入金の増加によるものであります。 

  当連結会計年度末の純資産の合計は、前連結会計年度末に比べて１億73百万円増加して、59億35百万円となりま

した。この主な要因は、第三者割当増資により資本金及び資本剰余金が増加したものの当期純損失となったため利

益剰余金が減少したことによるものであります。 

  この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の27.9％から28.2％となりました。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 営業活動によるキャッシュ・フローが減少した主な要因は、税金等調整前当期純損失５億59百万円（前連結会計

年度は税金等調整前当期純利益５億11百万円）を計上したこと及びたな卸資産の増加17億24百万円（前連結会計年

度は27億53百万円の減少）によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローが減少した主な要因は、投資有価証券の取得による支出７億49百万円による

ものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローが増加した主な要因は、短期借入金の純減額が12億76百万円（前連結会計年

度は45億59百万円）にとどまったこと、新たに長期借入れによる収入17億及び株式の発行による収入８億31百万円

があったことによるものであります。 

(3）経営成績の分析 

 「第２事業の状況、１ 業績等の概要、(1）業績」をご参照ください。 

  
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

増減 
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,531 △465 △2,996 

投資活動によるキャッシュ・フロー 475 △811 △1,286 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,999 997 5,997 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、当社グループではショールームの新設等、全体で１億85百万円の設備投資を実施しまし

た。当連結会計年度の設備投資（有形・無形固定資産取得額、金額に消費税等は含んでおりません。）の事業の種類

別セグメント別の内訳は、次のとおりであります。 

  当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較は行っておりません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （当連結会計年度）    

戸建事業 72百万円      

リフォーム事業 59百万円      

その他事業 54百万円      

計 185百万円      

消去又は全社 ―       

合計 185百万円      

事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数 
（名） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

本社 

（仙台市青葉区） 
  

戸建事業 

リフォーム事

業 

その他事業 

本社社屋等 518 
604 

(4,384) 
5 1,128 13 

仙台支店 

（仙台市宮城野区） 

他営業所７店舗 

（注）１ 戸建事業 販売設備等 317 

776 

(9,205) 

〔535〕

7 1,101 164 

盛岡支店 

（岩手県盛岡市） 

他営業所６店舗 

（注）１ 戸建事業 販売設備等 7 

41 

(1,411) 

〔2,264〕

8 57 109 

山形支店 

（山形県山形市） 

他営業所４店舗 

（注）１ 戸建事業 販売設備等 166 

194 

(1,571) 

〔6,170〕

10 371 103 



(2）国内子会社 

 （注）１ 土地の一部を賃借しており、賃借料は23百万円であります。土地の面積については、〔 〕で外書きしてお

ります。 

２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、次のとおりであります。 

３ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
（名）建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

ミサワホーム

イング東北㈱ 

本社 

（仙台市宮城野区） 

リフォーム事

業 

事務所

等 
113 

126 

(3,313) 
19 259 78 

〃 
岩手事業部 

（岩手県盛岡市） 

リフォーム事

業 

事務所

等 
11 

44 

(577) 
― 55 11 

エム・アー

ル・ディー仙

台㈱ 

本社 

（仙台市青葉区） 

戸建事業 

その他事業 

本社社

屋等 
248 

208 

(4,512) 
146 603 15 

会社名 
（事業所名） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

東北ミサワホーム㈱ 

（仙台支店） 
戸建事業 展示用建物 35 175 

東北ミサワホーム㈱ 

（盛岡支店）  
戸建事業  展示用建物  27 136 

東北ミサワホーム㈱ 

（山形支店） 
戸建事業 展示用建物 10 ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成17年６月29日開催の定時株主総会において、旧商法第289条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部

を取崩したものであります。 

 ２ 旧商法第289条第２項の規定に基づき、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

３ 第三者割当による新株式の発行によるものであります。 

   発行価格      481円  

   資本組入額   241円 

    割当先     ミサワホームホールディングス㈱   

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,500,000 

計 65,500,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,277,196 18,277,196 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 18,277,196 18,277,196 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年６月29日 

（注） １ 
― 16,548,196 ― 3,761 △2,470 1,632 

平成17年７月31日 

（注） ２ 
― 16,548,196 ― 3,761 △632 1,000 

平成18年５月29日 

（注） ３ 
1,729,000 18,277,196 416 4,178 414 1,414 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式3,459株は、「個人その他」に34単元、「単元未満株式の状況」に59株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式1,000株は、「その他の法人」に10単元含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

 （注） 平成19年５月７日付けで株式会社殖産銀行と株式会社山形しあわせ銀行が合併し、株式会社きらやか銀行とな

ったことにより、同行の所有株式数は468千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.56%）となりまし

た。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 41 20 130 22 3 3,091 3,307 ― 

所有株式数

（単元） 
― 33,743 897 105,835 2,413 14 39,857 182,759 1,296  

所有株式数の

割合（％） 
― 18.46 0.49 57.91 1.32 0.01 21.81 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ミサワホームホールディングス

株式会社 
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 6,497 35.55 

ミサワホーム東京株式会社 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 774 4.23 

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 690 3.78 

東北ミサワホーム取引先持株会 仙台市青葉区中央一丁目３番１号 475 2.60 

株式会社ミサワホーム福島 福島県福島市鎌田字舟戸前16番３号 460 2.52 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 459 2.51 

株式会社殖産銀行 山形県山形市桜町７番35号 368 2.01 

ミサワホーム北海道株式会社 札幌市白石区東札幌二条六丁目８番１号 361 1.98 

コクサイエアロマリン株式会社 東京都港区西新橋二丁目５番２号 340 1.86 

ミサワホーム九州株式会社 福岡市博多区博多駅前三丁目２番１号 294 1.61 

計 ― 10,720 58.65 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれており、

当該株式に係る議決権10個を議決権の数から控除しております。 

②【自己株式等】 

   

  第三者割当増資により発行した株式について 

   平成18年５月29日第三者割当増資により発行した株式の取得者ミサワホームホールディングス株式会社から、安定

株主として２年以上保有していただく旨の確認書を得ております。なお、当該株式について発行日である平成18年５

月29日から有価証券報告書の提出日までの間に、ミサワホームホールディングス株式会社による株式の移動は行われ

ておりません。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式       3,400 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,272,500 182,715 ― 

単元未満株式 普通株式       1,296 ― ― 

発行済株式総数 18,277,196 ― ― 

総株主の議決権 ― 182,715 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東北ミサワホーム

株式会社 

仙台市青葉区中央

一丁目３番１号 
3,400 ― 3,400 0.02 

計 ― 3,400 ― 3,400 0.02 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。  

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 43 14,900 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（第三者割当による処分） 
350,000 168,350,000 ― ― 

保有自己株式数 3,459 － 3,459 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けるとともに、業績に裏付けられた成果の安定

的な配分を図ることを利益配分の基本方針としており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことが可

能であります。  

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。  

  当期の配当につきましては、当期純利益は確保いたしましたが、さらなる財務体質の強化を図ることを最優先課題

と認識し、内部留保に努めることといたしました。  

 したがいまして、当期の利益配当金は、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。 

  なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 539 571 482 746 572 

最低（円） 350 330 300 302 255 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 387 368 360 310 306 303 

最低（円） 335 304 255 285 285 283 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

代表取締役 

社長 

社長執行役

員 

  近 藤 伸 一 昭和23年11月６日生

昭和46年４月 日本計算器㈱入社 

（注）５  5 

昭和49年３月 ミサワホーム㈱入社 

平成６年６月 同社取締役営業推進部長 

平成11年９月 ミサワホーム近畿㈱取締役副社長 

平成15年６月 ミサワホーム㈱執行役員営業推進

部チーフマネージャー 

平成15年８月 ミサワホームホールディングス㈱

執行役員経営戦略部長 

平成16年８月 当社専務執行役員 

平成17年６月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員（現任） 

取締役 

常務執行役

員 

管理部門統

括兼山形支

店長 

熊 林   茂 昭和21年６月５日生

昭和40年４月 ㈱長野製作所入社 

（注）５  5 

昭和48年４月 当社入社 

昭和63年４月 当社総務部長 

平成４年６月 当社取締役総務部長 

平成12年６月 当社常務取締役総合企画部長 

平成16年６月 当社取締役常務執行役員管理部門

統括 

平成19年４月 

  

当社取締役常務執行役員管理部門

統括兼山形支店長（現任） 

取締役 

常務執行役

員 

盛岡支店長 大 津   清 昭和25年５月11日生

昭和49年４月 升川ミサワホーム㈱入社 

（注）５  10 

平成元年５月 ㈱ミサワホーム山形取締役営業部

長 

平成５年４月 当社取締役山形支店営業部長 

平成15年６月 当社常務取締役山形支店長 

平成16年６月 当社取締役常務執行役員山形支店

長 

平成18年４月 

  

平成19年４月 

  

当社取締役常務執行役員山形支店

長兼盛岡支店長 

当社取締役常務執行役員盛岡支店

長（現任）  

取締役 

執行役員 
仙台支店長 板 橋   洋 昭和24年６月７日生

昭和47年４月 日本電建㈱入社 

（注）５  18 

昭和54年４月 ミサワホーム㈱入社 

昭和48年２月 当社入社 

平成10年４月 当社仙台北支店営業部長 

平成11年６月 当社取締役仙台北支店営業部長 

平成13年10月 当社取締役仙台支店営業統括部長 

平成16年３月 当社取締役仙台支店長 

平成16年６月 当社取締役執行役員仙台支店長

（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株）

取締役   下 村 秀 樹 昭和30年１月25日生

昭和54年４月 ミサワホーム㈱入社 

（注）５ ― 

平成４年６月 ㈱ミサワホーム青森代表取締役店

長 

平成13年６月 ミサワホーム北日本㈱代表取締役

社長 

平成17年６月 ミサワホームホールディングス㈱

執行役員北日本ブロック統括部長

兼西日本ブロック統括部長（現

任） 

平成18年６月 当社監査役 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

監査役 

（常勤） 
  佐 野 武 司 昭和18年２月17日生

昭和42年４月 三沢木材㈱入社 

（注）６ ― 

昭和42年10月 ミサワホーム㈱入社 

昭和60年６月 同社取締役 

平成６年６月 当社常務取締役 

平成11年４月 東北ミサワ販売建設㈱（現 ミサ

ワホームイング東北㈱）代表取締

役専務 

平成15年６月 ミサワホームイング東北㈱代表取

締役社長 

平成18年４月 同社取締役 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

監査役   浅 野 孝 雄 昭和21年５月18日生
昭和50年４月 仙台弁護士会登録 

（注）６ ― 
平成18年６月 当社監査役（現任） 

監査役   西 戸 邦 博 昭和36年７月29日生

昭和60年４月 ミサワホーム㈱入社 

（注）７ ― 

平成16年４月 ミサワホームホールディングス㈱

住宅事業戦略部事業推進グループ

マネージャー 

平成18年４月 同社北日本ブロック統括部北日本

グループマネージャー（現任） 

平成19年２月 ミサワホーム九州㈱監査役（現

任） 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

計 38 



 （注）１ 平成19年６月28日開催の取締役会におきまして、執行役員10名を選出しております。 

執行役員は次のとおりであります。 

社長執行役員  近藤 伸一 

常務執行役員  熊林  茂 

常務執行役員  大津  清 

執行役員    板橋  洋 

執行役員    宮川 誠二郎  

執行役員    伊藤 良夫  

執行役員    階  弘喜 

執行役員    岡村 泰寿 

執行役員    永田 傳喜 

執行役員    大内 俊彦 

 ２ 平成19年６月28日開催の第38回定時株主総会におきまして、福田好史が取締役として選任されましたが、平

成19年10月１日（予定）のミサワホーム北日本㈱との合併の効力が発生することを条件として、同日付で就

任することとなっております。 

３ 平成19年６月28日開催の第38回定時株主総会におきまして、補欠監査役１名を選出しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

４ 監査役浅野孝雄及び西戸邦博は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

５ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間  

６ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

７ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から３年間  

（氏名） （生年月日） （略歴） （所有株式数）

長谷川節 昭和34年５月10日生 昭和58年４月 ミサワホーム㈱入社 

平成15年10月 ミサワホームホールディングス㈱住

宅事業部戦略部事業企画グループマ

ネージャー 

平成17年６月 ミサワホームサンイン㈱監査役（現

任）  

平成18年４月 ミサワホームホールディングス㈱西

日本ブロック統括部西日本グループ

マネージャー  

平成19年１月 ミサワホーム九州㈱執行役員  

平成19年２月 ミサワホーム九州㈱取締役執行役員

（現任） 

― 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、積極的な情報開示・ＩＲ活動により経営の透明性と効率性の確保やコーポレート・ガバナンスの充実に

向け、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な課題と捉え、「住まいを通じて生涯の

おつきあい」を理念に事業に取り組み、社会から必要とされる企業としての運営を目指しております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当期末における当社の取締役会は取締役６名と監査役３名で構成されており、社外取締役は選任しておりま

せん。開催頻度は毎月１回でありますが、この他に取締役と各部門の責任者で構成される経営執行会議を毎月

定期的に開催しております。なお、業務執行及びその監督を制度的に区分し、業務の迅速な執行及び効率的な

監督を図るため、執行役員制度を導入し、経営の効率化を図っております。また、経営レベルの状況把握と取

締役会決定方針の意思決定をすばやく行うため、取締役を兼務する執行役員で構成される経営会議を毎月２回

開催しております。 

 また、監査役は業務執行の状況を把握するため経営執行会議や取締役会に出席するとともに、必要に応じて

代表取締役と意見交換を行っております。また、補欠監査役１名を選出しております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムは、親会社であるミサワホームホールディングス㈱が制定した経営理念及び行動指

針に従い、取締役、執行役員、従業員その他当社の業務に従事するすべての者に対し、法令及び定款に適合す

る行動はもとより、誠実で倫理的な行動をとることを要求しております。当社は、こうした行動を通じ、健全

な経営の基盤である内部環境を醸成し、その基盤上に内部統制システムを構築することにより、公正かつ適切

な企業活動を行い、社会的実在としてその責任を果たす体制を構築しております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、監査室が担当しております。監査室は、室員３名で構成されており、年初に作成する内

部監査計画に基づき、定期的に各支店及び営業店を往査するなど、社内における業務活動及び社内規程の遵守

状況を把握し、その結果を代表取締役に報告するとともに、監査役及び会計監査人とも情報を共有しておりま

す。 

 また、当社は監査役全員で構成する監査役会を置き、「監査役会規程」に基づき、取締役やコンプライアン

ス室・監査室・会計監査人等から会社に著しい損害を及ぼす事実や取締役の不正行為などの重大な事実の報告

を受けた場合には、監査役は必要な調査を行い、勧告などの必要な措置をとるよう努めております。また、会

計監査人とは情報を共有し、必要に応じて意見を求め、会計監査の状況を把握するよう努めております。 

④ 会計監査の状況 

 会計監査人については、みすず監査法人及び監査法人ブレインワークと契約しており、財務諸表等の監査を

受けております。 

 会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

鈴木 一夫（みすず監査法人） 

北川 卓哉（みすず監査法人） 

小林 正俊（監査法人ブレインワーク）  

 また、公認会計士11名、会計士補２名及びその他１名が補助者として会計監査業務に関わっております。 

⑤ 社外監査役との関係 

 当社の社外監査役は２名であります。一人は、法的な専門知識や高い見識をもつ立場から監査を行ってお

り、もう一人は、当社の親会社の立場から会社の組織体制を中心に厳正な監査を行っております。なお、当社

と社外監査役の間に利害関係はありません。 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、経営に影響を及ぼす危機・緊急事態が発生した場合に備えて、「文書管理規程」

「個人情報取扱規程」「安全管理規程」「危機管理マニュアル」「災害対策マニュアル」等の規程類を制定して

おり、また、専門家の意見を聞きながらその被害を最小限にとどめる対応に努めることとしております。なお、

コンプライアンス室では「ヘルプライン制度規程」に基づきヘルプラインを設置し、内部通報制度を構築してお

ります。 

(3）役員報酬の内容 

役員報酬 

 （注） 上記の支払額のほか、取締役の執行役員部分に対する報酬として43百万円の支払があります。 

(4）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    36百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

区分 当期支払額（百万円） 

取締役 47 

監査役 14 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

より作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作

成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、中央青

山監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び

当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表についてはみすず監査法人と監査法人ブレイ

ンワークの共同監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,388 3,059 

２ 売掛金・完成工事未収
入金及び分譲事業未収
入金 

 870 695 

３ 営業貸付金  1,344 653 

４ たな卸資産 ※１ 9,241 10,953 

５ 繰延税金資産  116 111 

６ その他  649 542 

７ 貸倒引当金  △281 △84 

流動資産合計  15,330 74.4 15,931 75.7

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１ 建物及び構築物   3,029 2,948   

減価償却累計額  1,549 1,479 1,564 1,383 

２ 土地   1,992 1,996 

３ その他  1,281 1,263   

減価償却累計額  1,075 205 1,065 197 

有形固定資産合計  3,678 17.8 3,577 17.0

(2）無形固定資産  23 0.1 39 0.2

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券  992 923 

２ 繰延税金資産  107 94 

３ その他  607 573 

４ 貸倒引当金  △129 △99 

投資その他の資産合計  1,578 7.7 1,492 7.1

固定資産合計  5,280 25.6 5,109 24.3

資産合計  20,611 100.0 21,041 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金・工事未払金及
び分譲事業未払金 

 3,259 3,485 

２ 短期借入金 ※５ 8,346 7,070 

３ 未払法人税等  36 55 

４ 未成工事受入金及び分
譲事業受入金 

※１ 886 1,084 

５ 賞与引当金  195 192 

６ 完成工事補償引当金  51 58 

７ その他  1,244 1,261 

流動負債合計  14,021 68.1 13,207 62.8

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  145 1,262 

２ 繰延税金負債  27 ― 

３ 退職給付引当金  31 38 

４ 役員退職慰労引当金  212 199 

５ 連結調整勘定  25 ― 

６ 負ののれん  ― 15 

７ その他 ※１ 386 381 

固定負債合計  828 4.0 1,898 9.0

負債合計  14,850 72.1 15,105 71.8

（少数株主持分）    

少数株主持分  2 0.0 ― ―

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 3,761 18.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  1,632 7.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  463 2.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 40 0.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △139 △0.7 ― ―

資本合計  5,758 27.9 ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 20,611 100.0 ― ― 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― ― 4,178 19.8

２ 資本剰余金  ― ― 2,077 9.9

３ 利益剰余金  ― ― △213 △1.0

４ 自己株式  ― ― △1 △0.0

株主資本合計  ― ― 6,041 28.7

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 ― ― △106 △0.5

評価・換算差額等合計  ― ― △106 △0.5

純資産合計  ― ― 5,935 28.2

負債純資産合計  ― ― 21,041 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  26,770 100.0 25,927 100.0 

Ⅱ 売上原価  22,189 82.9 21,009 81.0

売上総利益  4,580 17.1 4,918 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 従業員給料手当  1,478 1,735   

２ 賞与引当金繰入額  131 139   

３ 退職給付引当金繰入額  115 94   

４ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 14 13   

５ 広告宣伝費  597 726   

６ 貸倒引当金繰入額  30 23   

７ 完成工事補償引当金 
繰入額 

 55 49   

８ その他  1,879 4,303 16.1 1,984 4,767 18.4

営業利益  277 1.0 151 0.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  15 15   

２ 仕入割引  1 ―   

３ 受取手数料  47 58   

４ 受取保証料  8 5   

５ その他  75 148 0.6 97 176 0.7

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  225 201   

２ シンジケートローン手
数料 

 ― 25   

３ 賃貸資産費用  3 1   

４ その他  6 235 0.9 14 243 1.0

経常利益  190 0.7 84 0.3

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 5 0   

２ 投資有価証券売却益  324 ―   

３ 貸倒引当金戻入益  19 24   

４ 償却債権取立益  25 ―   

５ その他  ― 374 1.4 0 26 0.1

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※２ 1 ―   

２ 固定資産除却損 ※３ 15 16   

３ たな卸資産評価損  17 12   

４ 投資有価証券売却損  5 ―   

５ 投資有価証券評価損  ― 637   

６ 立退料  14 ―   

７ その他  ― 53 0.2 3 670 2.6

税金等調整前当期純利
益 

 511 1.9 ― ―

税金等調整前当期純損
失 

 ― ― 559 △2.2

法人税、住民税及び事
業税 

 75 98   

法人税等調整額  276 351 1.3 17 116 0.4

少数株主利益  △0 △0.0 ― ―

当期純利益  159 0.6 ― ―

当期純損失  ― ― 676 △2.6

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,102 

Ⅱ 資本剰余金減少高 

欠損てん補による資本
準備金取崩高 

2,470 2,470 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,632 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,166 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

１ 資本準備金取崩に伴う
利益剰余金増加高 

2,470 

２ 当期純利益 159 2,629 

Ⅲ 利益剰余金期末残高 463 

  

  

株主資本 評価・換算差額等     

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

そ の 他 有
価 証 券 評
価差額金 

評価・換算
差額等合計

 少数株主 

 持 分 

 純資産 

 合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,761 1,632 463 △139 5,718 40 40 2 5,761

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 416 414 831     831

当期純利益   △676 △676     △676

自己株式の取得   △0 △0     △0

自己株式の処分 30 137 168     168

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額
（純額） 

  △146 △146 △2 △149

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

416 445 △676 137 323 △146 △146 △2 173

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,178 2,077 △213 △1 6,041 △106 △106 ― 5,935



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益・税金等
調整前当期純損失（△） 

  511 △559

減価償却費   260 220

連結調整勘定償却額   △6 ―

負ののれん償却額   ― △6

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △39 △226

賞与引当金の増減額（減少：△）   37 △3

完成工事補償引当金の増減額（減
少：△） 

  8 6

退職給付引当金の増減額（減少：
△） 

  △2 7

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△） 

  14 △12

受取利息及び受取配当金   △26 △26

支払利息   225 201

投資有価証券売却損益   △318 ―

投資有価証券評価損   ― 637

たな卸資産評価損   17 12

損害賠償損失   ― 2

償却債権取立益   △25 ―

立退料   14 ―

固定資産処分損益   11 15

売上債権の増減額（増加：△）   △400 175

営業貸付金の増減額（増加：△）   702 691

たな卸資産の増減額（増加：△）   2,753 △1,724

仕入債務の増減額（減少：△）   △443 226

未成工事受入金・分譲事業受入金
の増減額（減少：△） 

  301 197

その他   △480 △58

小計   3,114 △223

利息及び配当金の受取額   26 26

利息の支払額   △227 △171

中途解約違約金の支払額   △214 ―

損害賠償金の支払額   △31 △2

立退料の支払額   △14 ―

法人税等の支払額   △121 △94

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,531 △465

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入れによる支出   △100 △50

定期預金の払戻しによる収入   100 100

有形固定資産の取得による支出   △265 △162

有形固定資産の売却による収入   34 18

投資有価証券の取得による支出   ― △749

投資有価証券の売却による収入   504 6

その他投資の取得による支出   △40 △29

その他投資の回収による収入   241 80

貸付による支出    ― △13

その他   2 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー   475 △811

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（減少：
△） 

  △4,559 △1,276

長期借入金の返済による支出   △440 △420

長期借入れによる収入   ― 1,700

自己株式の取得による支出   △0 △0

自己株式の売却による収入   ― 168

子会社株式の取得による支出   ― △6

株式の発行による収入   ― 831

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,999 997

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減
少：△） 

  △1,992 △278

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   5,331 3,338

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   3,338 3,059

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  全ての子会社（３社）を連結しており

ます。当該子会社は、ミサワホームイン

グ東北㈱、エム・アール・ディー仙台㈱

及びミサワホームサービス東北㈱であり

ます。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と

同一であります。 

  会社名   決算日 

エム・アール・ディー 

仙台㈱ 

  12月31日 

  

  

  

   なお、連結財務諸表の作成に当たって

は、決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

  なお、連結子会社のエム・アール・デ

ィー仙台㈱は、当連結会計年度より決算

日を12月31日から３月31日に変更いたし

ました。この変更により、当連結会計年

度は１月１日から翌年３月31日までの15

か月を連結対象としております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

分譲土地建物・販売用土地・商

品・未成工事支出金・未成分譲支

出金 

…個別法による原価法 

② たな卸資産 

分譲土地建物・販売用土地・未成

工事支出金・未成分譲支出金 

…個別法による原価法 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

有形固定資産…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物    ６～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

同左 

  (3）     ――――― (3）重要な繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

  ③ 完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、過年度の実績を基礎に

将来の補償見込みを加味して算出し

た額を計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（△19

百万円）は、15年による均等額を費

用処理しております。数理計算上の

差異は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

 また、当社は、適格退職年金制度

における年金資産の額が退職給付債

務等の額を超えているため、当該超

過額を投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及びミサワホームイング東北

㈱は、役員退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

       ――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

       ―――――  ５年間の定額法により償却を行ってお

ります。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

       ――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３か月

以内に満期日の到来する定期預金であり

ます。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――  (連結貸借対照表） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。 

 (連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」と表示しております。 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益に与える影響はありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

5,935百万円であります。 

  連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

たな卸資産 526百万円 たな卸資産  500百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定契約に基づく

受入保証金 
53
  

計 253  

分譲事業受入金  200百万円

定期借地権設定契約に基づく

受入保証金 
48
  

計 248  

２ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者の

ために金融機関等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

２ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者の

ために金融機関等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

つなぎ融資利用者（22名） 414百万円 つなぎ融資利用者（18名）  262百万円

(2）住宅ローン融資に対する保証 (2）住宅ローン融資に対する保証 

住宅ローン利用者（189名） 3,548百万円 住宅ローン利用者（159名）  3,092百万円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式16,548,196株

であります。 

※３        ――――― 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式353,416

株であります。 

※５        ――――― 

※４        ――――― 

  

※５ シンジケーション方式コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金

融機関８行とシンジケーション方式コミットメント

ライン契約を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

シンジケーション方式コミッ

トメントラインの総額 
 8,900百万円

借入実行残高 6,200  

差引額 2,700  



（連結損益計算書関係） 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 発行済株式の増加1,729千株は、第三者割当により新株式を発行したものであります。 

    ２ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

    ３ 自己株式の減少350千株は、第三者割当により自己株式を処分したものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産売却益は有形固定資産の「その他」によ

るものであります。 

土地 5百万円

その他 0  

計 5  

 

※２ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２        ――――― 

建物及び構築物 0百万円

土地 0  

その他 0  

計 1  

 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 13百万円

その他 1  

計 15  

建物及び構築物  15百万円

その他  1  

計 16  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 16,548 1,729 ― 18,277 

合計 16,548 1,729 ― 18,277 

自己株式         

普通株式 353 0 350 3 

合計 353 0 350 3 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,388百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△50

  

現金及び現金同等物 3,338  

現金及び預金  3,059百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
 ―

  

現金及び現金同等物  3,059  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び構築
物 

15 5 9 

有形固定資産 
（その他） 

2 1 0 

合計 18 7 10 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び構築
物 

351 117 234

有形固定資産 
（その他） 

2 2 0

合計 354 119 234

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 1  

合計 12  

１年内 81百万円

１年超 214  

合計 295  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(1）支払リース料 17百万円

(2）減価償却費相当額 13  

(3）支払利息相当額 0  

(1）支払リース料 74百万円

(2）減価償却費相当額 127  

(3）支払利息相当額 6  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とし

て定率法により計算した額に、10／９を乗じて算出

しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸主側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

（貸主側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

有形固定資産 
（その他） 

21 17 3 

取得価額 
（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

有形固定資産 
（その他） 

― ― ―

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3百万円

１年超 ―  

合計 3  

１年内 ―百万円

１年超 ―  

合計 ―  

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

(1）受取リース料 42百万円

(2）減価償却費 37  

(3）受取利息相当額 0  

(1）受取リース料 3百万円

(2）減価償却費 3  

(3）受取利息相当額 0  

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、期末日の時価が２年連続して

取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてその回復可能性を検討し、減損処理の適否を判定するこ

ととしております。 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
      

① 株式 301 382 81 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 301 382 81 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
      

① 株式 292 279 △12 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 292 279 △12 

合計 593 661 68 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

504 324 5 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 330 

合計 330 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式に関し下落率が30％～50％の銘柄については、期末日の時価が２年連続して

取得原価に比べて30％以上下落している銘柄についてその回復可能性を検討し、減損処理の適否を判定するこ

ととしております。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用していない

ため、該当事項はありません。 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
      

① 株式 154 166 12 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 154 166 12 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
      

① 株式 504 385 △119 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 504 385 △119 

合計 658 552 △106 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

6 ― ― 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 371 

合計 371 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

① 採用している退職給付制度の概要 

 当社、ミサワホームイング東北㈱及びミサワホームサービス東北㈱は、確定給付型の制度として適格退職年

金制度を、エム・アール・ディー仙台㈱は、退職一時金制度を設けております。 

② 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） 

③ 退職給付費用に関する事項（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △1,788百万円

ロ 年金資産（時価） 1,775  

ハ 未積立（イ＋ロ） △13  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △11  

ホ 未認識数理計算上の差異 119  

ヘ 前払年金費用 △126  

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △31  

イ 勤務費用 122百万円

ロ 利息費用 35  

ハ 期待運用収益 △26  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △1  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 65  

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 194  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。） 

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

① 採用している退職給付制度の概要 

 当社、ミサワホームイング東北㈱及びミサワホームサービス東北㈱は、確定給付型の制度として適格退職年

金制度を、エム・アール・ディー仙台㈱は、退職一時金制度を設けております。 

② 退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） 

③ 退職給付費用に関する事項（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 
  

イ 退職給付債務 △1,944百万円

ロ 年金資産（時価） 1,994  

ハ 未積立（イ＋ロ） 49  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △10  

ホ 未認識数理計算上の差異 91  

ヘ 前払年金費用 △168  

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △38  

イ 勤務費用 122百万円

ロ 利息費用 35  

ハ 期待運用収益 △35  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △1  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 39  

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 161  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。） 

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

賞与引当金の繰入限度超過額 88百万円

減価償却費の償却限度超過額 93  

役員退職慰労引当金加算 85  

退職給付引当金加算 12  

固定資産評価損加算 163  

会員権評価損加算 3  

損害賠償金加算 5  

中途解約違約金加算 10  

たな卸資産評価損加算 265  

完成工事補償引当金加算 20  

繰越欠損金 2,194  

長期前払費用償却超過額 36  

その他有価証券評価差額金 0  

未実現損益の消去額 12  

貸倒引当金の繰入限度超過額 155  

その他 9  

評価性引当額 △2,884  

繰延税金資産合計 275  

賞与引当金の繰入限度超過額 77百万円

減価償却費の償却限度超過額 73  

役員退職慰労引当金加算 80  

退職給付引当金加算 15  

固定資産評価損加算 158  

たな卸資産評価損加算 185  

完成工事補償引当金加算 23  

繰越欠損金 2,376  

長期前払費用償却超過額 18  

その他有価証券評価差額金 42  

未実現損益の消去額 13  

貸倒引当金の繰入限度超過額 53  

その他 34  

評価性引当額 △2,879  

繰延税金資産合計 274  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

前払年金費用 51  

その他有価証券評価差額金 27  

繰延税金負債合計 78  

繰延税金資産の純額 196  

前払年金費用 68  

繰延税金負債合計 68  

繰延税金資産の純額 206  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.6  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△0.4  

住民税均等割等 3.7  

評価性引当額の変動額 23.7  

その他 0.8  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
68.8％

    当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損

失であるため、記載しておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

３ 前連結会計年度における営業費用のうち「消去または全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は22百万円で

あり、その主な内容は役員報酬（一部）等であります。 

４ 前連結会計年度における資産のうち「消去または全社」に含めた全社資産の金額は995百万円であり、その

主な内容は長期投資資金（投資有価証券他）等であります。 

  
住宅請負事
業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

住宅金融、
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 13,850 12,150 768 26,770 ― 26,770 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― 145 145 (145) ― 

計 13,850 12,150 913 26,915 (145) 26,770 

営業費用 13,681 12,134 800 26,616 (123) 26,492 

営業利益 169 16 113 299 (22) 277 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 4,838 12,214 2,563 19,615 995 20,611 

減価償却費 130 36 93 260 ― 260 

資本的支出 201 31 51 283 ― 283 

事業区分 主要商品及び事業内容 

住宅請負事業 
木質及びセラミック住宅の建築請負 

増築・リフォーム工事等 

分譲事業 

土地付分譲住宅の販売及び施工 

土地付注文住宅の販売及び施工 

分譲宅地の販売 

住宅金融、その他事業 

不動産の仲介 

住宅資金つなぎ融資 

固定資産のリース 

住宅設備・家具等の販売 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は71百万円

であり、その主なものは、役員報酬（一部）等であります。 

４ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は923百万円であり、そ

の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）であります。 

５ 事業区分の変更 

   これまで増築・リフォーム工事等の請負は住宅請負事業の一部としておりましたが、当社グループの事業構

成並びに事業戦略上の重要性が増してきていることから当連結会計年度より「リフォーム事業」として独立

したセグメントとし、これに伴い各事業区分を全般的に見直した結果、セグメントの変更を行っておりま

す。 

   なお、従来のセグメント区分により計算した場合の当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報の要約は

以下のとおりであります。 

  
戸建事業 
（百万円） 

リフォーム 
事業 

（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 21,309 3,232 1,385 25,927 ― 25,927 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― 165 165 (165) ― 

計 21,309 3,232 1,550 26,092 (165) 25,927 

営業費用 21,490 3,003 1,375 25,869 (93) 25,776 

営業利益又は営業損失(△) △181 229 174 222 (71) 151 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 16,406 1,368 2,342 20,117 923 21,041 

減価償却費 132 12 76 220 ― 220 

資本的支出 72 59 54 185 ― 185 

事業区分 主要商品及び事業内容 

戸建事業 

木質及びセラミック住宅の建築請負 

土地付分譲住宅の販売及び施工 

土地付注文住宅の販売及び施工 

分譲宅地の販売 

リフォーム事業 増築・リフォーム工事等 

その他事業 

特殊建築物の建築請負 

不動産の仲介 

住宅資金つなぎ融資 

固定資産のリース 

住宅設備・家具等の販売 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度における、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社、在外支店はあり

ません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため、記載すべき事項はありません。 

売上高 住宅請負事業                15,936百万円 

分譲事業                  9,365 

住宅金融、その他事業              785 

消去又は全社                △159 

 
計                     25,927 

営業利益又は 

営業損失（△） 

住宅請負事業                △140百万円 

分譲事業                   231 

住宅金融、その他事業              73 

消去又は全社                △ 12 

 
計                       151 

資産 住宅請負事業                5,811百万円 

分譲事業                  12,931 

住宅金融、その他事業            1,374 

消去又は全社                 923 

 
計                     21,041 

減価償却費 住宅請負事業                   108百万円 

分譲事業                    31 

住宅金融、その他事業               80 

消去又は全社                   ― 

 
計                      220 

資本的支出 住宅請負事業                  93百万円 

分譲事業                    38 

住宅金融、その他事業               54 

消去又は全社                   ― 

 
計                      185 

   



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 兄弟会社等 

 （注）１ 当社はその他の関係会社の子会社ミサワホーム㈱との間に工業化住宅「ミサワホーム」の販売施工代理店契

約（契約名称：「ミサワホーム販売施工業務ならびにミサワ部材の継続売買等に関する契約」）を締結して

おります。この契約は１年ごとの自動更新としております。 

この契約に基づいて、当社はミサワホーム㈱が製造販売する住宅部材によって建築される「ミサワホーム」

の戸建住宅及びアパートメントの請負工事並びに土地付分譲住宅の販売施工を主力事業とし、住宅部材を同

社から購入しております。 

なお、上記契約において以下の事項が定められております。 

・当社が営業拠点を設置できる地域は宮城県、岩手県及び山形県一円であること 

・商標の信用保持のため、当社は原則として「東北ミサワホーム」の名称を用いて「ミサワホーム」の販売

施工（その付帯事業及び関連事業を含む）以外の事業を行わないこと 

・当社は原則として「ミサワホーム」と類似又は競合する住宅の販売施工等を行わないこと 

２ 上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件又は取引条件の決定方針 

 住宅部材等の仕入価格については、他の部材買取り先と同一条件であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上の
関係 

その他の

関係会社

の子会社 

ミサワホ

ーム㈱ 

東京都 

杉並区 
24,000 

住宅部材

の製造・

販売等 

── 
兼任 

１名 

ミサワホ

ーム販売

施工業務

ならびに

ミサワ部

材の継続

売買等に

関する契

約の締結 

（注１） 

住宅部材の

仕入等 
7,469 買掛金 1,768 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 兄弟会社等 

 （注）１ 当社は親会社の子会社ミサワホーム㈱との間に工業化住宅「ミサワホーム」の販売施工代理店契約（契約名

称：「ミサワホーム販売施工業務ならびにミサワ部材の継続売買等に関する契約」）を締結しております。

この契約は１年ごとの自動更新としております。 

この契約に基づいて、当社はミサワホーム㈱が製造販売する住宅部材によって建築される「ミサワホーム」

の戸建住宅及びアパートメントの請負工事並びに土地付分譲住宅の販売施工を主力事業とし、住宅部材を同

社から購入しております。 

なお、上記契約において以下の事項が定められております。 

・当社が営業拠点を設置できる地域は宮城県、岩手県及び山形県一円であること 

・商標の信用保持のため、当社は原則として「東北ミサワホーム」の名称を用いて「ミサワホーム」の販売

施工（その付帯事業及び関連事業を含む）以外の事業を行わないこと 

・当社は原則として「ミサワホーム」と類似又は競合する住宅の販売施工等を行わないこと 

２ 上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件又は取引条件の決定方針 

 住宅部材等の仕入価格については、他の部材買取り先と同一条件であります。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）算定上の基礎は、次のとおりであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上の
関係 

親会社の

子会社 

ミサワホ

ーム㈱ 

東京都 

杉並区 
24,000 

住宅部材

の製造・

販売等 

── 
兼任 

１名 

ミサワホ

ーム販売

施工業務

ならびに

ミサワ部

材の継続

売買等に

関する契

約の締結 

（注１） 

住宅部材の

仕入等 
8,155 買掛金 1,914 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 355円59銭

１株当たり当期純利益 ９円85銭

１株当たり純資産額 324円81銭

１株当たり当期純損失 37円70銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
159 △676 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失 

（△）（百万円） 
159 △676 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,194,788 17,943,402 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成18年５月12日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行及び自己株式処分を決議い

たしました。その概要は以下のとおりであります。なお、本件により、ミサワホームホールディングス㈱は間接

保有分を含めて当社株式の52.3％を保有することとなり、同社は当社の親会社に該当することとなりました。 

１．第三者割当による新株式発行 

(1）発行新株式数       普通株式 1,729,000株 

(2）発行価額         １株につき 金481円 

(3）発行価額の総額      831,649,000円 

(4）資本組入額        416,689,000円（１株につき241円） 

(5）申込期日         平成18年５月29日（月） 

(6）払込期日         平成18年５月29日（月） 

(7）新株券交付日       平成18年５月29日（月） 

(8）割当先及び株式数     ミサワホームホールディングス㈱ 1,729,000株 

(9）調達資金の使途      分譲用土地の購入資金に充当する予定であります。 

２．自己株式の処分 

(1）処分する株式の内容 

① 株式の種類       当社普通株式 

② 株式の総数       350,000株 

③ 処分価額        １株につき 金481円 

④ 処分価額の総額     168,350,000円 

(2）処分の方法 

 350,000株のすべてをミサワホームホールディングス㈱に割り当てます。したがって、今回の増資及び自

己株式処分により、同社は合計2,079,000株の当社株式を取得することとなります。 

(3）今回の処分後の自己株式数 3,416株 

(4）処分日程 

平成18年５月12日（金）  自己株式処分取締役会決議 

平成18年５月13日（土）  自己株式処分取締役会決議公告 

平成18年５月29日（月）  申込期日 

平成18年５月29日（月）  払込期日 

(5）調達資金の使途 

 上記１．(9）をご参照ください。 

 なお、払込期日に当該払込みは完了しております。 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社は平成19年５月25日締結の合併契約により、平成19年10月１日付でミサワホーム北日本㈱と合併いたしま

す。なお、合併に関する事項の概要は以下のとおりであります。 

  

    １．合併の目的  

  両社は、ミサワホームグループの中期経営計画に基づき、東北地区のエリア戦略強化及び高効率化戦略の一環

として合併するもので、合併による財務基盤や営業基盤の強化をベースに、エリアごとの商品戦略強化や地域ご

との強化事業セグメントの選択等、従来より一層踏み込んだ営業施策を展開していくとともに、合併による営

業、設計、建設、管理、ＣＳ面でのノウハウの共有や人材の交流、本社機能の集約化等により、業務効率の改善

とコストの削減を図ってまいります。  

  

 ２．合併の要旨 

  （１）合併の日程   

     合併に関する覚書締結            平成19年５月11日                  

     合併契約承認取締役会            平成19年５月25日 

     合併契約締結                平成19年５月25日 

        東北ミサワホーム㈱合併承認定時株主総会   平成19年６月28日 

        ミサワホーム北日本㈱合併承認定時株主総会  平成19年６月28日 

        上場廃止予定日（ミサワホーム北日本㈱）   平成19年９月下旬 

        合併の効力発生日              平成19年10月１日 

        合併登記                  平成19年10月１日 

        株券交付日                 平成19年11月下旬 

     ただし、今後手続きを進める中で、やむを得ない状況が生じた場合は、両社協議の上、日程を変更するこ

とがあります。 

  （２）合併方式   

     東北ミサワホーム㈱を存続会社とする吸収合併とし、ミサワホーム北日本㈱は解散するものとします。 

  （３）合併比率 

        東北ミサワホーム㈱（存続会社）--- １ 

        ミサワホーム北日本㈱（消滅会社）---0.48 

      （注）ミサワホーム北日本㈱の普通株式１株に対して、東北ミサワホーム㈱の普通株式0.48株を割り当て

交付いたします。   

  （４）合併比率の算定根拠等 

        本合併の合併比率については、その公正性を担保するための手続きの一環として、東北ミサワホーム㈱

及びミサワホーム北日本㈱が個別に第三者機関に合併比率の算定について専門家としての意見を求めること

とし、東北ミサワホーム㈱はPwCアドバイザリー㈱に、ミサワホーム北日本㈱はブリッジ共同公認会計士事

務所に、それぞれ合併比率の算定を依頼しました。 

   

  ３．合併相手会社の主な事業内容、規模（平成19年３月31日現在）     

  （１）商号       ミサワホーム北日本㈱  

  （２）主な事業内容   秋田・青森両県における工業化住宅の販売・施工      

  （３）規模 

     資本金      430百万円         

        発行済株式数   8,038,200株 

        純資産（連結）  202百万円 

        総資産（連結）  6,607百万円 

        売上高（連結）  7,723百万円 

        営業損失（連結） 159百万円 

        経常損失（連結） 252百万円 

        当期純損失(連結） 378百万円 

        従業員数（連結） 168名 

  



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおり

であります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,346 7,070 2.2 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 295 457 2.6 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 145 1,262 2.9 平成20年９月30日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 8,786 8,790 ― ― 

  １年超２年以内（百万円） 

長期借入金 1,262 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  2,165 2,053 

２ 完成工事未収入金  271 290 

３ 分譲事業未収入金  516 326 

４ 売掛金  1 0 

５ 分譲土地建物  2,987 4,557 

６ 販売用土地 ※３ 3,119 3,813 

７ 未成工事支出金  311 500 

８ 未成分譲支出金  1,486 924 

９ 未収入金  58 25 

10 前払費用  56 57 

11 立替金  225 195 

12 差入工事保証金  211 144 

13 繰延税金資産  87 84 

14  関係会社短期貸付金  ― 1,990 

15 その他  47 82 

16 貸倒引当金  △61 △75 

流動資産合計  11,485 71.5 14,970 76.1

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１ 建物  2,055 2,077   

減価償却累計額  1,081 973 1,139 938 

２ 展示用建物  192 158   

減価償却累計額  124 67 121 36 

３ 構築物  109 114   

減価償却累計額  76 33 77 36 

４ 機械装置  7 7   

減価償却累計額  6 1 6 1 

５ 工具器具備品  211 203   

減価償却累計額  184 26 173 29 

６ 土地   1,616 1,616 

７ 建設仮勘定  0 ― 

有形固定資産合計  2,720 17.0 2,659 13.5

(2）無形固定資産  21 0.1 21 0.1

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券  952 857 

２ 関係会社株式  431 717 

３ 出資金  0 0 

４ 長期貸付金  138 121 

５ 長期前払費用  127 175 

６ 会員権  2 4 

７ その他  308 241 

８ 貸倒引当金  △129 △99 

投資その他の資産合計  1,833 11.4 2,018 10.3

固定資産合計  4,575 28.5 4,698 23.9

資産合計  16,061 100.0 19,669 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  1,844 2,012 

２ 工事未払金  506 743 

３ 分譲事業未払金  559 403 

４ 短期借入金 ※７ 5,046 6,320 

５ １年以内返済予定の長
期借入金 

 295 457 

６ 未払金  150 157 

７ 未払法人税等  16 1 

８ 未払消費税等  89 ― 

９ 未払費用  79 85 

10 未成工事受入金  521 574 

11 分譲事業受入金 ※３ 325 459 

12 預り金  420 302 

13 前受収益  1 1 

14 賞与引当金  152 149 

15 完成工事補償引当金  49 55 

流動負債合計  10,059 62.6 11,725 59.6

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  145 1,262 

２ 繰延税金負債  27 ― 

３ 役員退職慰労引当金  195 191 

４ 受入保証金 ※３ 232 216 

５ 長期未払金  8 12 

固定負債合計  609 3.8 1,683 8.6

負債合計  10,668 66.4 13,408 68.2

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 3,761 23.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金    

  １ 資本準備金  1,000 ― 

  ２ その他資本剰余金    

     資本準備金減少差益   632 ― 

    資本剰余金合計   1,632 10.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金    

    当期未処分利益  96 ― 

    利益剰余金合計  96 0.6 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※５ 40 0.3 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２ △139 △0.9 ― ―

資本合計  5,392 33.6 ― ―

負債・資本合計  16,061 100.0 ― ― 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― ― 4,178 21.2

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  ― 1,414   

(2）その他資本剰余金  ― 662   

資本剰余金合計  ― ― 2,077 10.6

３ 利益剰余金    

  その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  ― 97   

利益剰余金合計  ― ― 97 0.5

４ 自己株式  ― ― △1 △0.0

株主資本合計  ― ― 6,352 32.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 ― ― △92 △0.5

評価・換算差額等合計  ― ― △92 △0.5

純資産合計  ― ― 6,260 31.8

負債純資産合計  ― ― 19,669 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高  10,989     12,866     

Ⅱ 完成工事原価   9,067     10,553     

 完成工事総利益  1,922     2,312     

Ⅲ 分譲事業売上高  11,948     8,489     

Ⅳ 分譲事業売上原価   10,386     7,152     

 分譲事業総利益  1,561     1,337     

Ⅴ 商品売上高等収入   406     325     

Ⅵ 商品売上高等収入原価   174     91     

 商品売上高等総利益  232     234     

  売上高合計   23,344 100.0 21,681 100.0 

  売上原価合計  19,628 84.1 17,797 82.1

売上総利益  3,716 15.9 3,884 17.9

Ⅶ 販売費及び一般管理費    

１ 役員報酬  57 62   

２ 従業員給料手当  1,163 1,381   

３ 賞与引当金繰入額  118 118   

４ 販売報奨金  174 202   

５ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 11 11   

６ 退職給付引当金繰入額  87 66   

７ 法定福利費  198 241   

８ 福利厚生費  22 28   

９ 修繕維持費  10 25   

10 事務用品費  29 35   

11 通信交通費  114 126   

12 動力用水光熱費  42 46   

13 広告宣伝費  605 665   

14 貸倒損失  ― 2   

15 貸倒引当金繰入額  23 25   

16 交際費  4 6   

17 寄付金  0 1   

18 地代家賃  83 90   

19 減価償却費  103 89   

20 租税公課  132 115   

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

21 保険料  27 24   

22 完成工事補償引当金 
繰入額 

 49 45   

23 雑費  552 3,616 15.5 527 3,941 18.2

営業利益  99 0.4 ― ―

営業損失  ― ― 57 △0.3

Ⅷ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１  16 49   

２ 受取配当金 ※１  21 166   

３ 仕入割引  1 ―   

４ 受取手数料 ※１  47 64   

５ 受取保証料  8 5   

６ その他 ※１  43 137 0.6 72 358 1.7

Ⅸ 営業外費用    

１ 支払利息  180 165   

２ シンジケートローン手
数料 

 ― 25   

３ 賃貸資産費用  3 2   

４ その他  5 188 0.8 13 207 1.0

経常利益  48 0.2 94 0.4

Ⅹ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 9 ―   

２ 投資有価証券売却益  51 ―   

３ 関係会社株式売却益  269 ―   

４ 償却債権取立益  25 355 1.5 ― ― ―

     

Ⅺ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 1 ―   

２ 固定資産除却損 ※４ 14 3   

３ たな卸資産評価損  17 12   

４ 投資有価証券評価損  ― 53   

５ その他  1 34 0.1 3 72 0.3

税引前当期純利益  369 1.6 21 0.1

法人税、住民税及び事
業税 

 16 17   

法人税等調整額  255 272 1.2 2 20 0.1

当期純利益  96 0.4 0 0.0

当期未処分利益  96 ― 



完成工事原価明細表 

 （注）１ 原価計算の方法 

(1）完成工事原価は、工事台帳別の個別原価計算によっており、間接経費については、建設及び設計部門で発

生した経費（建設経費）を一定の基準により算出し配賦しております。 

(2）建設経費のうち、各事業年度末における未成工事支出金へ配賦する経費については、当該科目に含めて表

示しております。 

２ 引当金繰入額は次のとおりであります。 

分譲事業売上原価明細表 

 （注）１ 原価計算の方法 

(1）分譲事業売上原価は、土地については購入区画別の個別原価計算によって、また建物については工事台帳

別の個別原価計算によっており、間接経費については、完成工事原価と同一の方法により算出し配賦して

おります。 

(2）建設経費のうち、各事業年度末における未成分譲支出金及び分譲土地建物へ配賦する経費については、そ

れぞれの科目に含めて表示しております。 

２ 引当金繰入額は次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１ 材料費  5,129 56.6 5,398 51.1

２ 外注費  3,351 37.0 4,621 43.8

３ 経費  585 6.4 533 5.1

（うち人件費）  (331) (3.7) (361) (3.4) 

完成工事原価計   9,067 100.0 10,553 100.0 

  前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 22百万円 20百万円 

退職給付引当金繰入額 26 24 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１ 土地原価  3,838 36.9 2,228 31.2

２ 材料費  3,611 34.8 2,704 37.8

３ 外注費  2,452 23.6 1,964 27.5

４ 経費  484 4.7 254 3.5

（うち人件費）  (257) (2.4) (160) (2.3) 

分譲事業売上原価計   10,386 100.0 7,152 100.0 

  前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 21百万円 10百万円 

退職給付引当金繰入額 33 11 



商品売上高等収入原価明細表 

 （注） 商品たな卸高は、下取不動産のたな卸高であり、下取不動産については分譲土地建物の科目に含めて表示して

おります。 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

  １ 期首商品たな卸高     272 147

  ２ 当期商品仕入高     49 242

  合計     321 389

  ３ 期末商品たな卸高     147 298

  商品売上高等収入原価   174 91



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
前事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（当期未処分利益の処分） 

Ⅰ 当期未処分利益 96 

Ⅱ 次期繰越利益 96 

（その他資本剰余金の処分） 

Ⅰ その他資本剰余金 632 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰
越額 

632 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,761 1,000 632 1,632 96 96 △139 5,351 40 40 5,392

事業年度中の変動額           

新株の発行 416 414   414 831     831

当期純利益       0 0 0     0

自己株式の取得       △0 △0     △0

自己株式の処分     30 30 137 168     168

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

      △133 △133 △133

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

416 414 30 445 0 0 137 1,000 △133 △133 867

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,178 1,414 662 2,077 97 97 △1 6,352 △92 △92 6,260



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

分譲土地建物、販売用土地、未成工事支

出金及び未成分譲支出金 

…個別法による原価法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

…定率法 

 なお、主な資産の耐用年数は次のと

おりであります。 

建物         ７～50年 

展示用建物      ７年 

有形固定資産 

同左 

  

  

  

４ 繰延資産の処理方法 ――――― 株式交付費 

…支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、過年度の実績を基礎に将来

の補償見込みを加味して算出した額を

計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異（△50

百万円）は、15年による均等額を費用

処理しております。数理計算上の差異

は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理しております。 

 また、適格退職年金制度における年

金資産の額が退職給付債務等の額を超

えているため、当該超過額を投資その

他の資産の「長期前払費用」に計上し

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

 



  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正

平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

6,260百万円であります。 

  財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数は次のとおりであ

ります。 

※１         ――――― 

授権株式数 普通株式 65,500,000株

発行済株式総数 普通株式 16,548,196株

 

 ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 

  

※２ 自己株式の保有数 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式353,416

株であります。 

※２         ――――― 

※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

※３ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

販売用土地 520百万円 販売用土地 503百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

分譲事業受入金 200百万円

定期借地権設定契約に 

基づく受入保証金 
53  

計 253  

分譲事業受入金  200百万円

定期借地権設定契約に 

基づく受入保証金 
 48  

計 248  

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

４ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者の

ために金融機関等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

４ 保証債務 

 住宅資金つなぎ融資及び住宅ローン融資利用者の

ために金融機関等に対し保証を行っております。 

(1）住宅資金つなぎ融資に対する保証 

つなぎ融資利用者（63名） 698百万円 つなぎ融資利用者（36名）  538百万円

(2）住宅ローン融資に対する保証 (2）住宅ローン融資に対する保証 

住宅ローン利用者（189名） 3,548百万円 住宅ローン利用者（159名）  3,092百万円

※５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は40百万円で

あります。 

※５         ――――― 

６ 平成17年６月29日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

  ６         ――――― 

資本準備金 2,470百万円

利益準備金 311  

 

※７        ――――― ※７ シンジケーション方式コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金

融機関８行とシンジケーション方式コミットメント

ライン契約を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

シンジケーション方式コミッ

トメントラインの総額 
 8,900百万円

借入実行残高 6,200  

差引額 2,700  



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） １ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

    ２ 自己株式の減少350千株は、第三者割当により自己株式を処分したものであります。 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１         ――――― ※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

受取配当金  156百万円

その他の営業外収益  42  

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２         ――――― 

建物 4百万円

土地 5  

計 9  

 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３         ――――― 

建物 0百万円

土地 0  

その他 0  

計 1  

 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

展示用建物 12百万円

構築物 0  

工具器具備品 1  

その他 0  

計 14  

展示用建物 1百万円

構築物  0  

工具器具備品 1  

計 3  

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 353 0 350 3 

合計 353 0 350 3 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年３月31日）及び当事業年度（平成19年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

展示用建物 211 123 88 

車両及び運搬
具 

9 3 5 

工具器具備品 57 47 9 

合計 278 175 103 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

展示用建物 472 203 268

車両及び運搬
具 

14 5 9

工具器具備品 27 22 5

ソフトウェア  16 1 14

合計 530 232 298

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 59百万円

１年超 88  

合計 148  

１年内 120百万円

１年超 275  

合計 395  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(1）支払リース料 94百万円

(2）減価償却費相当額 100  

(3）支払利息相当額 8  

(1）支払リース料 125百万円

(2）減価償却費相当額 172  

(3）支払利息相当額 12  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とし

て定率法により計算した額に、10／９を乗じて算出

しております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

賞与引当金の繰入限度超過額 69百万円

減価償却費の償却限度超過額 22  

役員退職慰労引当金加算 78  

固定資産評価損加算 146  

会員権評価損加算 3  

中途解約違約金加算 10  

関係会社株式評価損加算 145  

たな卸資産評価損加算 229  

完成工事補償引当金加算 20  

繰越欠損金 2,106  

貸倒引当金加算 68  

その他 12  

評価性引当額 △2,775  

繰延税金資産合計 138  

賞与引当金の繰入限度超過額 60百万円

減価償却費の償却限度超過額 17  

役員退職慰労引当金加算 77  

固定資産評価損加算 141  

関係会社株式評価損加算 145  

たな卸資産評価損加算 185  

完成工事補償引当金加算 22  

繰越欠損金 2,248  

その他有価証券評価差額金  37  

貸倒引当金加算 51  

その他 26  

評価性引当額 △2,860  

繰延税金資産合計 153  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

前払年金費用 51  

その他有価証券評価差額金 27  

繰延税金負債合計 78  

繰延税金資産の純額 59  

前払年金費用 68  

繰延税金負債合計 68  

繰延税金資産の純額 84  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.6  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△0.4  

住民税均等割等 4.6  

評価性引当額の変動額 29.8  

その他 △1.2  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
73.8％

法定実効税率 40.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
12.1  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△278.5  

住民税均等割等 82.5  

評価性引当額の変動額 239.3  

その他 0.0  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
95.8％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 332円99銭

１株当たり当期純利益 ５円99銭

１株当たり純資産額 342円59銭

１株当たり当期純利益 ０円５銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 96 0 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 96 0 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,194,788 17,943,402 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成18年５月12日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行及び自己株式処分を決議い

たしました。その概要は以下のとおりであります。なお、本件により、ミサワホームホールディングス㈱は間接

保有分を含めて当社株式の52.3％を保有することとなり、同社は当社の親会社に該当することとなりました。 

１．第三者割当による新株式発行 

(1）発行新株式数       普通株式 1,729,000株 

(2）発行価額         １株につき 金481円 

(3）発行価額の総額      831,649,000円 

(4）資本組入額        416,689,000円（１株につき241円） 

(5）申込期日         平成18年５月29日（月） 

(6）払込期日         平成18年５月29日（月） 

(7）新株券交付日       平成18年５月29日（月） 

(8）割当先及び株式数     ミサワホームホールディングス㈱ 1,729,000株 

(9）調達資金の使途      分譲用土地の購入資金に充当する予定であります。 

２．自己株式の処分 

(1）処分する株式の内容 

① 株式の種類       当社普通株式 

② 株式の総数       350,000株 

③ 処分価額        １株につき 金481円 

④ 処分価額の総額     168,350,000円 

(2）処分の方法 

 350,000株のすべてをミサワホームホールディングス㈱に割り当てます。したがって、今回の増資及び自

己株式処分により、同社は合計2,079,000株の当社株式を取得することとなります。 

(3）今回の処分後の自己株式数 3,416株 

(4）処分日程 

平成18年５月12日（金）  自己株式処分取締役会決議 

平成18年５月13日（土）  自己株式処分取締役会決議公告 

平成18年５月29日（月）  申込期日 

平成18年５月29日（月）  払込期日 

(5）調達資金の使途 

 上記１．(9）をご参照ください。 

 なお、払込期日に当該払込みは完了しております。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社は平成19年５月25日締結の合併契約により、平成19年10月１日付でミサワホーム北日本㈱と合併いたしま

す。 

 なお、合併に関する事項の概要につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1) 連結財務諸

表（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

       



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 コクサイエアロマリン㈱ 348,000 200 

㈱きらやかホールディングス 496,500 131 

㈱仙台銀行 45,000 122 

㈱七十七銀行 140,841 108 

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシ

ャルグループ 
65 86 

㈱北日本銀行 13,700 72 

㈱山形銀行 80,000 50 

㈱荘内銀行 100,000 37 

ミサワホームサンイン㈱ 100,000 26 

ミサワホーム北海道㈱  20,000 8 

その他（5銘柄） 116,081 12 

計 1,460,187 857 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１ 長期前払費用には償却資産がないため、償却累計額、当期償却額は記載しておりません。 

２ 当期償却額の計上区分は次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替えによるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 2,055 32 10 2,077 1,139 66 938 

展示用建物 192 ― 33 158 121 14 36 

構築物 109 7 3 114 77 4 36 

機械装置 7 ― ― 7 6 0 1 

工具器具備品 211 13 21 203 173 8 29 

土地 1,616 ― ― 1,616 ― ― 1,616 

建設仮勘定 0 ― 0 ― ― ― ― 

有形固定資産計 4,194 54 70 4,177 1,518 94 2,659 

無形固定資産 21 ― ― 21 ― ― 21 

無形固定資産計 21 ― ― 21 ― ― 21 

投資その他の資産               

長期前払費用 127 49 2 175 ― ― 175 

投資その他の資産計 127 49 2 175 ― ― 175 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

① 完成工事原価 3百万円

② 分譲事業売上原価 1  

③ 分譲土地建物 0  

④ 未成工事支出金 0  

⑤ 未成分譲支出金 0  

⑥ 販売費及び一般管理費    

減価償却費 89  

計 94  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 190 34 40 9 175 

賞与引当金 152 149 152 ― 149 

完成工事補償引当金 49 55 49 ― 55 

役員退職慰労引当金 195 11 14 ― 191 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(1）現金及び預金 

(2）完成工事未収入金 

相手先別内訳 

(3）分譲事業未収入金 

相手先別内訳 

(4）売掛金 

相手先別内訳 

 （注） 住宅用部品代 

区分 金額（百万円） 

現金 1 

預金の種類   

当座預金 1,625 

普通預金 394 

定期預金 30 

別段預金 1 

小計 2,051 

合計 2,053 

相手先 金額（百万円） 

個人 290 

合計 290 

相手先 金額（百万円） 

個人 326 

合計 326 

相手先 金額（百万円） 

外注先（10社） （注） 0 

合計 0 



(5）完成工事未収入金、分譲事業未収入金及び売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１ 〈算出方法〉 

２ 当期発生高は、当期完成工事高、当期分譲事業売上高及び当期商品売上高等収入であります。 

３ 上記金額には消費税等が含まれております。 

(6）分譲土地建物 

 （注） 分譲土地建物は、分譲用土地付建物及び分譲用建物の完成在庫、下取不動産であります。 

期首売掛債権 
当期 

発生高 
(Ｂ) 

当期 
回収高 
(Ｃ) 

期末売掛債権 

回収率 
平均 
滞留 
期間 

完成工事
未収入金 

分譲事業
未収入金 

売掛金 計(Ａ) 
完成工事
未収入金 

分譲事業
未収入金 

売掛金 計(Ｄ) 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （％） （日） 

271 516 1 788 22,626 22,797 290 326 0 617 97.36 11.3 

(イ）回収率＝ 
(Ｃ) 

×100 
(Ａ)＋(Ｂ) 

(ロ）平均滞留期間＝ 
1/2｛(Ａ)＋(Ｄ)｝ 

×365
(Ｂ) 

地域別 金額（百万円） 土地面積（㎡） 

宮城県仙台市 1,481 12,112.38 

黒川郡 567 4,761.81 

名取市 181 1,469.95 

大崎市 109 791.35 

岩沼市 38 259.36 

石巻市 36 220.61 

塩釜市  28 227.34 

岩手県岩手郡 702 10,667.66 

盛岡市 208 1,545.33 

紫波郡 72 578.66 

北上市 30 212.75 

一関市  25 206.22 

山形県山形市 600 4,312.48 

鶴岡市 83 623.07 

天童市 65 719.63 

東村山郡 65 ― 

酒田市 63 537.31 

米沢市  22 ― 

東置賜郡 14 481.65 

建設経費配賦額 157 ― 

合計 4,557 39,727.56 



(7）販売用土地 

 （注） 販売用土地は、分譲用土地で未成工事となっているものであります。 

(8）未成工事支出金 

地域別 金額（百万円） 土地面積（㎡） 

宮城県仙台市 1,293 32,122.41 

黒川郡 573 15,358.17 

大崎市 60 1,854.73 

名取市 56 1,290.37 

岩沼市 48 848.75 

宮城郡 24 819.99 

石巻市 11 233.51 

加美郡 4 226.38 

岩手県盛岡市 328 5,370.17 

岩手郡 124 17,915.96 

花巻市 101 3,255.4 

北上市 41 1,220.47 

奥州市 32 1,036.81 

一関市  31 848.89 

紫波郡 3 181.58 

胆沢郡 2 221.57 

山形県山形市 820 11,719.6 

酒田市 64 1,720.87 

天童市 44 1,050.91 

鶴岡市  42 1,365.02 

米沢市  36 1,373.16 

南陽市 32 999.39 

最上郡 19 2,921.06 

寒河江市 8 179.87 

上山市 8 242.07 

合計 3,813 104,377.11 

区分 金額（百万円） 

材料費 331 

外注費 146 

経費 21 

合計 500 



(9）未成分譲支出金 

(10）関係会社短期貸付金 

  

② 負債の部 

(1）買掛金 

 （注） 住宅用部材代他 

(2）工事未払金 

 （注） 外注工事代 

区分 金額（百万円） 

材料費 868 

外注費 37 

経費 17 

合計 924 

相手先 金額（百万円） 

エム・アール・ディー仙台㈱   1,990 

合計 1,990 

相手先 金額（百万円） 

ミサワホーム㈱ （注） 1,914 

その他 （注） 97 

合計 2,012 

相手先 金額（百万円） 

ミサワホームイング東北㈱ （注） 115 

㈲藤建工匠 （注） 41 

㈲阿部建設 （注） 38 

㈱ナカノフドー建設 （注） 35 

阿部コンクリート㈱ （注） 22 

その他 （注） 491 

合計 743 



(3）分譲事業未払金 

 （注）１ 分譲用土地代 

２ 外注工事代 

(4）短期借入金 

(5）長期借入金 

(3）【その他】 

 特に記載すべき事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

山形県住宅供給公社 （注）１ 62 

㈱丸富建設 （注）２ 53 

ミサワホームイング東北㈱ （注）２ 32 

ミサワホームサービス東北㈱ （注）２ 26 

名取市下増田臨空土地区画整理組合 （注）１ 20 

その他 （注）２ 210 

合計 403 

相手先 金額（百万円） 

㈱七十七銀行 2,507 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,462 

㈱みずほコーポレート銀行 537 

㈱常陽銀行 417 

㈱仙台銀行 348 

㈱岩手銀行 348 

㈱北日本銀行  348 

㈱山形しあわせ銀行  348 

合計 6,320 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 1,200 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 62 

合計 1,262 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額及びこれに係る消費税額等の合計額 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 9,030円（消費税額等を含む） 

２．喪失登録株券  １枚につき  525円（消費税額等を含む） 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http:/www.t-misawa.co.jp/ir/koukoku/ 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第37期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日東北財務局長に提出 

 (2）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

  平成18年５月12日東北財務局長に提出 

(3）臨時報告書  

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）の規

定に基づく臨時報告書平成18年５月29日に東北財務局長に提出 

(4）半期報告書 

 第38期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日東北財務局長に提出 

(5）臨時報告書 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合併）の規

定に基づく臨時報告書平成19年５月14日に東北財務局長に提出 

(6) 臨時報告書の訂正報告書  

   平成19年５月14日提出の臨時報告書（吸収合併）に係る訂正報告書平成19年５月28日東北財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

東北ミサワホーム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサワホー

ム株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１８年５月１２日開催の取締役会においてミサワホームホールディング

ス株式会社を割当先とする第三者割当増資及び自己株式の処分について決議し、平成１８年５月２９日に実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサワホーム株

式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．会社は、セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（注）５ 事業区分の変更に記載の通り事業区分を変更した。 

２．重要な後発事象に、会社とミサワホーム北日本株式会社が合併契約書を締結した旨が記載されている。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      

監 査 法 人 ブレインワーク 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 俊 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

東北ミサワホーム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサワホーム株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１８年５月１２日開催の取締役会においてミサワホームホールディング

ス株式会社を割当先とする第三者割当増資及び自己株式の処分について決議し、平成１８年５月２９日に実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

東 北 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北ミサワホーム株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北ミサワホーム株式会

社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、会社とミサワホーム北日本株式会社が合併契約書を締結した旨が記載されている。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 卓 哉 

      

監 査 法 人 ブレインワーク 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 俊 
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